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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

① 流域の概要

流域内人口 約 4.7万人

想定はん濫区域内人口 約 12.5万人

流域面積 127km2

幹川流路延長 33km

土器川

大
柞
川

●河口 ■祓川橋 ●常包橋

（洪水調節なし）

瀬
戸
内
海

■　基準地点
●　主要地点

(単位：m
3
/s)

←1,750 ←1,700 ←1,600

計画高水流量配分（1/100）

土器川水系河川整備基本方針（平成19年8月策定）

平成18年データ

出典：国土数値情報のメッシュデータを集計して作成

土器川流域・想定氾濫区域の土地利用状況

（洪水調節施設なし）
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

① 流域の概要（治水事業の沿革、洪水の概要）

昭和24年7月洪水

大正7年9月洪水
大正11年7月洪水

大正元年9月洪水

昭和43年4月に一級水系指定

大正11年に土器川改修期成同盟会が結成され、改修
着手の要望が高まり、香川県による土器川改修に着
手されるも、戦時下に入り、工事中断のやむなきに
至る

昭和25年から香川県による中小河川改修事業に着手

昭和44年に「工事実施基本計画」が策定され、直轄
改修事業に着手（国による改修）

平成２年度に「工事実施基本計画」を改定し、治水
安全度を引き上げた

流域の発展（瀬戸大橋開通等）

平成9年 河川法改定

平成19年8月に「土器川水系河川整備基本方針」を
策定

＜戦後＞

平成2年9月洪水

平成16年10月洪水

昭和50年8月洪水

＜主な洪水＞

＜治水事業等の沿革＞

戦後第2位の流量を記録

戦後第３位の流量を記録

戦後最大の流量を記録

道路

河川

左岸側

至る箇所で堤防が決壊し、死者を伴う甚大な被害が発生
した洪水として記録が残る。（既往最大洪水と推定）

堤防決壊寸前【水防活動状況】
（左岸7.6k付近）

旧乙井橋流出
（11.6k付近）

溢水氾濫状況（左岸18.4k付近）
【S50洪水、H2洪水でも発生】

ＨＷＬ相当まで水位上昇
（1.6k付近）

＜主な被害状況＞

段階的な河川整備の推進が必要

平成16年10月の台風23号による洪水

昭和50年8月の台風6号による洪水

平成2年9月の台風19号による洪水

契機

契機

■下流部でHWL相当まで水位が上昇
■野津床止の護床工被災（河床の大規模洗掘が発生）
■常包付近で溢水氾濫による浸水発生

【未だ治水安全度は十分ではない】

当面の具体的な整備内容

CCTV画像

蓬莱橋
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S58最深河床

S62最深河床

H02最深河床

H09最深河床

H14最深河床

H17最深河床

H21最深河床

満濃大橋

天神床止

野津床止

大川頭首工

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

①下流部は資産集積地区にあって、流
下能力不足により中流部に比べ相対
的に治水安全度が低い
（H16.10洪水でHWL付近まで水位
が上昇した）

②左岸1.6k付近は急な湾曲の外岸のた
め、堤脚部の局所洗掘が洪水のたび
に進行し、堤防が危険な状態にある

③下流部の左右岸堤防は、一部区間で
必要な堤防断面が不足している

下流部【課題】 【原因分析】

←土器川

下流部

② 課題の整理、③ 原因分析（土器川：国管理区間）

上流部-1

①洪水のたびに河床低下が下
流部へ拡大進行し、水衝部
の洗掘により堤防が危険な
状況にある

上流部-1【課題】 【原因分析】

上流部-2

掘込河道部

①下流部は、中流部に比べ川幅が狭い。
②川幅が狭い上、河道が急激な湾曲線形
のため、左岸偏流と高流速発生の要因
となっている。

①床止の護床工被災によ
る河床低下により、風
化した岩が河床に露出
②これ以降、洪水のたび
に、風化岩が露出した
河床の洗掘が拡大進行

土器川橋

ＪＲ橋梁

蓬莱橋

潮止堰

1.6k

局所洗掘
進行範囲

自生するヨシ原

○：堤防断面不足箇所
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土器川（国管理区間）の川幅縦断図

祓川橋
蓬莱橋

土器川

中流部下流部 上流部

中流部に比べ川幅が狭い
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c

下流湾曲部（1.6k）の局所洗掘進行の経年変化横断重ね図

昭和47年：高水敷整備

洪水のたびに局所洗掘が進行

約9m

HWL

野津床止(15.4k)下流部の最深河床高経年変化縦断図（14.0k～17.0k）

右岸水衝部

左岸水衝部

H.2.9洪水の洗掘被災以降、
河床低下が進行

洪水の度に河床低下範囲が下流側へ拡大

丸
亀
橋

祓
川
橋

常
包
橋

干潮時には河口
から干潟が出現
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

② 課題の整理、③ 原因分析（土器川：国管理区間）

上流部-1

上流部-2

掘込河道部

掘込河道部【課題】 【原因分析】上流部-2【課題】

【原因分析】

①流下能力不足により、相対的に治水安全度が低い
②右岸堤防は必要な堤防断面が不足している

①大川頭首工(香川県管理)は固定堰で、洪水流下に
必要な河積を著しく阻害している

①流下能力不足により、相対的に治水
安全度が低い

①川幅が著しく狭いとともに、河道内樹木が洪水流
下に必要な河積を阻害している
②既設固定堰箇所の河積が不足している

大川頭首工
(香川県管理)

土器川の右岸側
流域のため池へ
導水

下流部

ＨＷＬ

大川頭首工の河積阻害状況

つねかねはし

常包橋

国道438号

おごしめんいぜき

興志面井堰

H16.10洪水で
溢水はん濫に
より浸水

18.2k

かたおかかみしょぜき

片岡上所堰

ながすみはし

長炭橋

平成16年10月洪水
での浸水状況

道路

河川

左岸側

←土器川丸
亀
橋

祓
川
橋

常
包
橋
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

①感潮区間で河口から約1.4km区間の河床には干潟が拡がり、干潟・汽水
域特有の種が多数確認されている。

②自生するヨシ原周辺の移行帯は、生物にとって多様性に富む貴重な生息、
生育、繁殖環境となっている。

下流部汽水域【現状】

下流部汽水域

② 課題の整理、③ 原因分析（土器川：国管理区間）

中流部

上流･掘込河道部

【河川環境（自然）】

潮止堰

←土器
川

干潟～ヨシ原の移行帯

①岩河床と既設固定堰の湛水域により
常時維持される水域と河岸の河畔林
が一体となった良好な河川環境を形
成している。

②多様な動植物の生息、生育、繁殖の
場となっており、重要種も多く確認
されている。

上流・掘込河道部【現状】

丸
亀
橋

祓
川
橋

常
包
橋
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

下流部汽水域

② 課題の整理、③ 原因分析（土器川：国管理区間）

中流部

①流水が伏流して瀬切れが頻発し、広いレキ河原が拡がり、カワラハハコやイヌハギ等のレキ河原固有種を主体とした
生息空間となっている。
②レキ河原に点在する数少ない溜まり(淵)は貴重な水辺空間となっている。水量が少ないため、水生生物にとって必ず
しも良好な生息空間ではないが、イトモロコ、モノアラガイなどの重要種の生息が確認されている。
＜課題＞・平常時から水量が少なく水温や水質の変動が大きいため、イトモロコやモノアラガイなどの水生生物の

生息・繁殖について厳しい河川環境となっている。

中流部【現状と課題】

上流･掘込河道部

【河川環境（自然）】

潮止堰

←土器
川

【原因分析】

①古くからの水利慣行の取水の上、河川水が伏流する。

レキ河原と点在する水辺空間

丸
亀
橋

祓
川
橋

常
包
橋

溜まりの水温変化（２日間） 溜まりの水質(DO)変化（２日間）
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

② 課題の整理、③ 原因分析（土器川：国管理区間）

全域（国管理区間）【現状】下流部【現状と課題】

【原因分析】

①古子川浄化施設で水質浄化を行っている。
＜課題＞
・都市部における水質が環境基準を満足していない。

（丸亀橋地点：環境基準河川Ａ類型）

①本川の水量が少ない上、生活排水が支川から流入している。

①河川敷には、河川利用施設（公園、運動場）が多数整備され、花火大会
等のイベントやソフトボール等のスポーツ大会の会場としても利用され
ている。
②大規模自転車道は、河川敷の各施設の縦断ネットワークを形成し、散策
やジョギングなどの多くの利用がみられる。
③閉鎖後の旧霞堤の空間には、歴史的な治水・利水史跡を活かした親水公
園を整備しており、瀬切れの頻発する河川での自然観察や環境学習の場
として多くの人に利用されている。

下流部
←土器川

←清水川

←古子川

←
赤
山
川

河川総合
公園

河川総合公園

親水護岸整備

水辺の楽校

土器川
河川敷公園

土器川公園

土器川
生物公園

祓川河川敷公園

桜づつみ公園

長尾地区
ふれあいパーク

長尾運動公園

河川総合公園

：大規模自転車道

【河川利用（親水）】【水環境】

丸
亀
橋

高
柳
橋

中
方
橋
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環境基準

丸亀橋地点BOD75%値変化 土器川生物公園

祓
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常
包
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児童らの課外授業での利用
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

治水安全度の上下流バランスの確保による洪水の安全な流下

戦後最大規模流量を安全に流下

④ 政策目標の明確化（土器川：国管理区間）

≪土器川水系河川整備計画の治水の目標≫

■祓川橋●河口 ●常包橋

単位(流量：m3/s)
■：基準地点
●主要な地点

←1,250    ←1,250   ←1,100 ←1,000

大柞川
(17.2k)山付け

(13.4k)
瀬
戸
内
海

下流部 中流部 上流部(堀込河道部含む)

(6.0k)

【現況の治水上の課題】

【達成すべき政策目標】

上流部では、戦後最大流量規模(H16.10洪水)に対して、大
川頭首工箇所、掘込河道箇所で流下能力が不足
（戦後最大規模相当の洪水が3回発生し、いずれもHWL超
過の溢水はん濫による浸水発生）

また、洗掘による河床低下が洪水のたびに進行している区間
があり、水衝部の堤防が危険な状態

下流部では、資産集積地区であるが治水安全度が、中流部
に比べ相対的に低い（下流部の川幅が中流部に比べ狭い）
また、局所洗掘が洪水のたびに進行し、堤防が危険な状態 下流部の現況流下能力 中流部の現況流下能力 上流・掘込河道部の現況流下能力

現
況
流
下
能
力

0 1 2 3 5 6 7 8 16 17 18 距離標

1,250m3/s 1,250m3/s

1,100m3/s
1,000m3/s

土器川河川敷公園 掘込河道部上流部湾曲部

蓬莱橋

潮止堰 高柳橋

大川頭首工

中流部流下能力中流部に比べ相対的に
安全度が低い

※HWL評価による

天神
床止
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

河川環境（自然）：現状の河川環境の保全

水環境 ：水質の改善

河川利用（親水）：更なる河川利用の促進（土器川への関心向上）

④ 政策目標の明確化（土器川：国管理区間）

【環境関連の現状と課題】

【環境関連の政策目標】

河川環境（自然）・・・・・・・・・動植物の生息、生育、繁殖環境
①下流部汽水域：良好な河川環境の場（干潟、ヨシ原）の保全、改修による影響は最小限とし早期回復に配慮
②中流部 ：平常時から水量が少なく水温や水質の変動が大きいため、イトモロコやモノアラガイなどの

水生生物の生息・繁殖について厳しい河川環境となっている＜課題＞
③掘込河道部 ：良好な河川環境を形成する常時水域の保全、水域と陸域をつなぐ河畔林の保全、

改修影響は最小限とし早期回復に配慮

水環境・・・・・・・・・・・・・・水質
①下流部：都市部における水質が環境基準を満足していない＜課題＞

河川利用（親水）・・・・・・・・・親水
①全域（国管理区間）：更なる河川利用の促進、治水・利水・環境・防災等への関心向上

9



土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

＜治水関連の政策目標＞

④ 政策目標（土器川：国管理区間）

【下流部】■水質改善に向けた地域の意識向上・啓発の推進

←土器川

←清水川

←古子川
←
赤
山
川

河川総合
公園

河川総合公園

親水護岸整備

水辺の楽校

土器川
河川敷公園

土器川公園

土器川
生物公園

祓川河川敷公園

桜づつみ公園

長尾地区
ふれあいパーク

長尾運動公園

河川総合公園

丸
亀
橋

高
柳
橋

中
方
橋

：大規模自転車道

潮
止
堰

【下流部汽水域】
■良好な河川環境の場（干潟、ヨシ原）の保全、改修影響は最小限とし早期回復に配慮

【中流部】
■水利用実態および河川と流域をつなぐ水路ネットワークを調査し、水生生物の生態を
把握し、今後の対応に反映。

【掘込河道部】
■良好な河川環境を形成する常時水域の保全、水域と陸域をつなぐ河畔林の保全、
改修影響は最小限とし早期回復に配慮

野
津
床
止

大
川
頭
首
工

【掘込河道部】
■川幅が著しく狭く、流下能力不足している
状況の解消

【上流部-1】
■深掘れが進行し堤防が危険な状況の解消

【下流部対策】
■流下能力不足による治水安全度が相対的に低いことと堤防断面不足の解消
■局所洗掘が進行し堤防が危険な状況の解消

【上流部-２】
■既設固定堰により必要な河積が阻害され
流下能力が不足している状況の解消

■治水安全度の上下流バランスの確保による洪水の安全な流下

下流部

上流部－１

上流部－２

掘込河道部

下流部汽水域 下流部

中流部

掘込河道部

＜環境関連の政策目標＞

【全域】
■更なる河川利用の促進、治水・利水・環境・防災等への関心向上

■河川利用(親水)
：更なる河川利用の促進（土器川への関心向上）

■水環境：水質の改善■河川環境(自然)：現状の河川環境の保全

■戦後最大規模流量を安全に流下

祓
川
橋

常
包
橋
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①資産が集積する下流部は、流下能力不足により、中流部に比べて相対
的に治水安全度が低い。(H16.10洪水でHWL付近まで水位が上昇)
②局所洗掘の進行により災害復旧を繰り返し、堤防が危険な状況にある。
③一部堤防区間で必要な堤防断面が不足している。

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
距離標(k)

幅
(
m
)

堤防法線

低水路法線

土器川（国管理区間）の川幅縦断図

土器川生物公園土器川河川敷公園

祓川橋
蓬莱橋

潮止堰

土器川

掘込河道
区間

中流部下流部 上流部

中流部に比べ川幅が狭い

①下流部は、中流部に比べ川幅が
狭いため、相対的に河積が小さ
い。
②川幅が狭い上、河道が急激な湾
曲線形のため、湾曲外岸が慢性
的な水衝部となっており、左岸
偏流と高流速発生の要因となっ
ている。

土器川橋

ＪＲ橋梁

蓬莱橋

潮止堰

1.6k

局所洗掘
進行範囲

自生するヨシ原

干潮時には河口から
干潟が出現

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

-20.0 0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0 160.0

標
高
(T
P
m
)

S43

S50

S62

H02

H21

c

下流湾曲部（1.6k付近）の局所洗掘進行の経年変化横断重ね図

昭和47年：高水敷整備

洪水のたびに局所洗掘が進行

右岸側左岸側

約9m

HWL

下流部の河道湾曲状況

蓬莱橋

潮止堰

←清水川

JR橋梁

土器川橋

土器川大橋

② 課題の整理【下流部】 ③ 原因分析【下流部】

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

○：堤防断面不足箇所

現
況
流
下
能
力

距離標

④ 整備目標【下流部】：①1,250m3/sを安全に流下させる
②局所洗掘の抜本的な対策を図る

下流部の現況流下能力 中流部の現況流下能力

※HWL評価による

5 6 7 8

0

500

1000

1500

2000

0 1 2 30 1 2 3 5 6 7 8

1,250m3/s 1,250m3/s

土器川河川敷公園湾曲部

蓬莱橋

潮止堰 高柳橋

中流部流下能力中流部に比べ相対的に
安全度が低い

ＨＷＬ相当まで水位上昇
（1.6k付近）

平成16年10月洪水

CCTV画像

蓬莱橋
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死水域と
なっている
河道内樹
木がないた
め、採用し
ない

技術的手
法が確立さ
れていない

技術的手
法が確立さ
れていない

超過洪水
対策に用い
る手法であ
り、流下能
力の向上を
図るもので
はないため、
採用しない

目的・効果
が本検討に
適応しない
ため、採用
しない

土
器
川
に
お
け
る
概
略
評
価

遊水機能を
有する土地
が流域に存
在しないた
め、本検討
では採用し
ない

流域に存在
しないため、
採用しない

浸水が広
範囲に拡が
る都市部で
対象家屋
が多く、極
めて実現性
が低いため、
採用しない

堤防決壊
の氾濫許
容が前提で
あり、事業
目的に適応
しないため、
採用しない

【対策案】

扇状地の
市街地全
域の家屋
が対象とな
り、極めて
実現性が
低いため、
本検討では
採用しない

森林は、中
小洪水に一
定の効果を
有するもの
の、大雨の
際には、森
林域からも
降雨のほと
んどが流出
するため、
採用しない

避難等のソ
フト対策効
果は見込め
るが、洪水
調節や流
出抑制効
果を有しな
いため本検
討では採用
しない

水害に対す
る補償のソ
フト対策で
あり、洪水
調節や流
出抑制効
果を有しな
いため本検
討では採用
しない

河川整備メニュー

（河道改修、施設）

流域対策メニュー

（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全）

15．遊水
機能を有
する土地
の保全

16.部分的
に低い堤
防の存置

18．輪中
堤

19．二線
堤

20．樹林
帯等

21．宅地
の嵩上げ・
ﾋﾟﾛﾃｨ建築
等

23．水田
等の保全

24．森林
の保全

25．洪水
の予測情
報の提供
等

26．水害
保険等

1．ダム

(新規)

3．遊水地 4．放水路 5.河道の
掘削

6．引堤 8．河道内
の樹木伐
採

9．決壊し
ない堤防

10．決壊
しづらい堤
防

11．高規
格堤防

12．排水
機場

17.霞堤の
存置

2．ダムの
有効活用

既設ダムが
存在しない
ため本検討
では採用し
ない

氾濫域はす
でに多くの
家屋等によ
り利用され
ており、土地
利用規制に
より効果を
得るのは現
実性が低い
ため、採用
しない

22．土地
利用規制

13．雨水
貯留施設

14．雨水
浸透施設

堤防決壊
の氾濫許
容が前提で
あり、事業
目的に適応
しないため、
採用しない

治水対策案

整備目標【下流部】
①1,250m3/sを安全に流下させる .
②局所洗掘の抜本的な対策を図る

有堤区間に
おける被害
ポテンシャ
ルの増大と
なるため、
本検討では
採用しない

7．堤防嵩
上げ

【政策目標】
①治水安全度の上下流バランスの確保

による洪水の安全な流下

一次選定案の組み合わせによる複数治水対策案の立案

各治水対策案の詳細検討
及び総合的な評価により、
整備計画における治水対策
案を選定

選定 選定 選定 選定 選定 選定 選定 選定選定一次選定

前の川ダム .
＋河床掘削

ダム洪水調節不足分
を河道で対応するもの
とし、河床掘削を選定

ダム＋河床掘削

左岸引堤
右岸引堤＋河床掘削

（右岸高水敷掘削）
河床掘削

放水路

（安達川接続ルート）
遊水地前の川ダム

治水対策
案

河川整備メニュー（河道改修）

将来の基本方針河道の整備メニュー内で、整備目標・事業目的を踏
まえた対策案の組み合わせを抽出し選定

事業目的箇所の上流
で分岐し最短ルートで
放流できる右岸側の
安達川接続ルートを
選定

沿川で貯水容量として
転用可能な用地を確
保

技術的、立地的条件・
社会的条件から、対
象ダムを選定選定理由

引堤河床掘削放水路遊水地ダム（新規）

河川整備メニュー（施設）一次選定

対策案

当該箇所の事業目的に対する効果は小さく、対策実施対象地域における減災への取り組みを止
めるものではなく、別途、推進していくべきものである。

（流域対策メニューの全般）

・対象地区が中山間部の狭い低平部であり、対象施設が少なく効果が見込めない。

・対象地区が中山間部の狭い低平部の水田面積は直接流出域の面積に比べわずかであり、

効果が見込めない。

・現存する霞堤はすべて遊水機能を有しておらず、氾濫水を河川に戻す機能のみ有する。

水田等の保全霞堤の存置雨水浸透施設雨水貯留施設

流域対策メニュー

【前の川ダム案】

治水単独ダム

【放水路案】

安達川接続ルート

【遊水地案】

沿川の用地転用

【河床掘削案】

河床掘削

【左岸引堤案】

基本方針引堤法線

【右岸引堤＋河道掘削案】①②

①基本方針引堤法線

②河床掘削 .
（右岸高水敷掘削を含む）

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑤ 概略評価による治水対策案の抽出
【下流部】

【下流部】の治水対策案検討

3-1．地下
調節池

コストが膨
大になり、
また、土器
川流域に地
下埋設に必
要な用地
（幹線道路
等）の確保
が困難なた
め、本検討
では採用し
ない

4-1．地下
放水路

地下埋設で
の放水路
ルートの確
保困難なた
め本検討で
は採用しな
い

【前の川ダム

＋河床掘削案】

治水単独ダム

上下流バラ
ンスの確保
は達成でき
ないが、治
水安全度を
確保する観
点より検討
する

上下流バラ
ンスの確保
は達成でき
ないが、治
水安全度を
確保する観
点より検討
する
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑥代替案比較の検討【下流部】

⑦ 対応方針(案)【下流部】 案②による対策が妥当と判断
【計画概要】・右岸引堤500m、河床掘削39,000m3、高水敷掘削70,000m3、橋梁架替１橋、移転補償あり

当該箇所の事業目的に対
する効果は小さいものの、
対策実施地域における減
災への取り組みを止めるも
のではなく、別途、推進して
いくべきものである。
（流域対策メニューの全般）

・対象地区が中山間部の狭
い低平地で対象施設が少
なく効果が見込めない。
・対象地区の水田面積は直
接流出域の面積に比べわ
ずかであり、効果は見込
めない。
・現存する霞堤は、すべて
遊水機能を有しておらず、
氾濫水を河川に戻す機能
のみ有する。

①雨水貯留施設
②雨水浸透施設
③霞堤の存置
④水田等の保全

流域対策メニュー

その他の流域対策

施設対応案

目標達成可否
①量的：調節効果不足
　　　　（別途、河道改修必要）

①量的：上下流バランスは改善されない
が治水安全度は向上（分派量調節の精
度確保）

①量的：目標達成
　　　　　（分派量調節の精度確保）

目標超過時状態
ダム容量パンク
堤防決壊の恐れあり

遊水地容量パンク
堤防決壊の恐れあり

堤防決壊の恐れあり

段階的安全度確保 達成遅い 達成遅い 達成遅い

整備効果範囲 ダム下流全区間 遊水地下流全区間 放水路下流全区間

目標達成可否
②質的：河床全面根固めで対応
　　ただし、複数回の災害復旧実績あり

②質的：河床全面根固めで対応
　　ただし、複数回の災害復旧実績あり

②質的：河床全面根固めで対応
　　ただし、複数回の災害復旧実績あり

目標超過時状態 堤防決壊の恐れあり 堤防決壊の恐れあり 堤防決壊の恐れあり

段階的安全度確保
早期達成　（ただし、実績から災害復旧
の繰り返し実施の可能性があり非効率）

早期達成　（ただし、実績から災害復旧
の繰り返し実施の可能性があり非効率）

早期達成　（ただし、実績から災害復旧
の繰り返し実施の可能性があり非効率）

整備効果範囲 左岸局所洗掘箇所 左岸局所洗掘箇所 左岸局所洗掘箇所

建設費用 約400億円
約160億円

(局所洗掘対策費含む)
約350億円

(局所洗掘対策費含む)

維持管理費 ダム維持管理費
排水ポンプ維持費
堆砂撤去費

放水路の除草・樹木伐採費

その他費用
ダム調節不足分に対応した河道改修費
が別途必要　→「案④」参照

将来に局所洗掘対策の根固撤去費（約
10億円）が必要（手戻り事業費）

局所洗掘対策費が必要

コスト合計 約400億円 約170億円 約350億円

地権者協力見通し
水没家屋：小規模
当該ダム休止実績から調整困難

遊水地予定地所有者との調整 家屋移転：大規模

関係者調整見通し 利水者不参画 遊水地予定地の所有者
分断道路多数
丸亀市との調整

法制度実現性見通し
当該ダム休止実績あり
特定多目的ダム不成立の判定済み

－ －

技術的実現性見通し 技術的に可能 技術的に可能 技術的に可能

持続性 将来持続可能性 × △ × △ △ 持続可能
ただし、堆砂量の監視必要 △ 持続可能

ただし、堆砂量の監視必要 △ 持続可能
ただし、樹木繁茂の監視必要

事業地・周辺影響
当該ダム休止実績あり
再交渉は困難で生活影響：大

－
移転家屋が大規模
地域分断による生活影響：大

地域振興効果 現況渓流景観、ハイキング利用が消滅 － －

地域間利害配慮
当該ダム休止実績あり
再交渉は困難と予想

受益地と遊水地予定地が離れている 当該地域が直接の受益を享受

水環境影響 一時的に滞留するため影響調査必要 － 平常時の放水路は水量なし

生物自然環境影響 ダムサイトの河川環境の連続性を分断 － －

土砂流動影響
大規模な山地崩壊は見られないため、
大きな影響はないと判断

－ －

景観親水利用影響 渓流景観消失 －
単断面河道で平時の流水がないため、
親水性は劣る

その他 － 一時的に滞留するため影響調査必要 －

その他 基本方針完了時
の総コスト等 × ○ × × × 基本方針河道事業費に比べ高価であ

り、手戻り事業が生じる × 基本方針河道事業費に比べ高価であ
り、手戻り事業が生じる × 基本方針河道事業費に比べ高価

○ ○

××

× △ ×

基本方針河道事業費に比べ高価であ
り、手戻り事業が生じる

－

○

案⑥：遊水地 案⑦：放水路（安達川接続）

△

×
早期達成　（ただし、実績から災害復旧
の繰り返し実施の可能性があり非効率）

左岸局所洗掘箇所

案⑤：前の川ダム（新規）

×

×

ダム下流全区間

整備目標
【下流部】

×

×× ×

× × ×

×

△
安全度
【①量的】

実現性

地域社会
への影響

安全度
【②質的】

コスト

△

△ △

－

○

家屋移転：大規模

当該事業箇所

なし

基本方針河道事業費(約200億円)
　　　　＋手戻り事業費（約40億円）

総合的な評価

△ ××

×

環境への
影響

－－

－

治水対策案

評価軸

大規模な山地崩壊は見られないため、
大きな影響はないと判断

渓流景観消失

ダム維持管理費
河床掘削規模が小規模く安定傾向と予
測

将来に局所洗掘対策の根固撤去費（約
10億円）が必要（手戻り事業費）

○ ○ ×

×

△

基本方針河道事業費(約200億円)のみ

○：選定

将来に局所洗掘対策の根固撤去費（約
10億円）が必要（手戻り事業費）

約140億円

改築橋梁：３橋（JR含む）
漁業権者との調整

－

技術的に可能

基本方針規模対応に向けて、局所洗掘
対策の河床全面敷設の根固め撤去が手
戻りとなる

△

×

右岸高水敷が縮小
対岸の公園が代替え施設となる

－

家屋移転大規模で影響は大きい

－

当該地域が直接の受益を享受

－

局所洗掘対策の河床全面根固め敷設に
よる河床固定の環境影響が大きい

－

○ ○ ×

－－

持続可能
ただし、河床土砂堆積の監視必要

×

家屋移転：小規模

約50億円

－

河道掘削 引堤＋河道掘削

干潟・ヨシ原の一部掘削影響あり
緩傾斜掘削で影響最小化・早期復元が
可能

②質的：河床全面根固めで対応
　　ただし、複数回の災害復旧実績あり

堤防決壊の恐れあり

早期達成　（ただし、実績から災害復旧
の繰り返し実施の可能性があり非効率）

左岸局所洗掘箇所

約130億円

河床安定傾向を維持と予測
根固の災害復旧の発生が懸念

× ××

×

約70億円

家屋移転小規模で影響は小さい

－

当該地域が直接の受益を享受

－

基本方針河道事業費(約200億円)
　　　　＋手戻り事業費（約40億円）

一時的に滞留するため影響調査必要

ダムサイトの河川環境の連続性を分断
局所洗掘対策の河床全面根固め敷設に
よる河床固定の環境影響が大きい

基本方針規模対応に向けて、局所洗掘
対策の河床全面敷設の根固め撤去が手
戻りとなる

－

－

当該地域が直接の受益を享受

－

局所洗掘対策の河床全面根固め敷設に
よる河床固定の環境影響が大きい

漁業権者との調整

－

技術的に可能

改築橋梁：１橋（構造令違反）
漁業権者との調整

－

技術的に可能

案②：右岸引堤＋河床掘削

①量的：目標達成

堤防決壊の恐れあり

比較的早期達成

約40億円

必要に応じて維持掘削が必要
根固の災害復旧の発生が懸念

将来に局所洗掘対策の根固撤去費（約
10億円）が必要（手戻り事業費）

②質的：目標達成
　　（右岸引堤による要因是正効果）

堤防決壊の恐れあり

比較的早期達成

左岸局所洗掘箇所

約70億円

河床安定傾向を維持と予測

×

約440億円

水没家屋：小規模
当該ダム休止実績から調整困難

利水者不参画
漁業権者との調整

当該ダム休止実績あり
特定多目的ダム不成立の判定済み

技術的に可能

×

持続可能
ただし、堆砂量の監視必要

当該ダム休止実績あり
再交渉は困難で生活影響：大

現況渓流景観、ハイキング利用が消滅

当該ダム休止実績あり
再交渉は困難と予想

②質的：河床全面根固めで対応
　　ただし、複数回の災害復旧実績あり

堤防決壊の恐れあり

約430億円

案④：前の川ダム（新規）
　　　　　　　＋河床掘削

①量的：上下流バランスは改善されない
が治水安全度は向上

ダム容量パンク
堤防決壊の恐れあり

達成遅い

×

【政策目標】
①治水安全度の上下流バランスの確保による洪水の安全な流下

①量的：1,250m3/sを安全に流下させる
②質的：局所洗掘の抜本的な対策を図る

引堤

案③：左岸引堤
(局所洗掘対策：河床全面根固)

①量的：目標達成

堤防決壊の恐れあり

達成遅い

当該事業箇所

×

案①：河床掘削
(局所洗掘対策：河床全面根固)

①量的：目標達成

堤防決壊の恐れあり

早期達成

当該事業箇所

②質的：河床全面根固めで対応
　　ただし、複数回の災害復旧実績あり

堤防決壊の恐れあり

早期達成　（ただし、実績から災害復旧
の繰り返し実施の可能性があり非効率）

左岸局所洗掘箇所
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑥-1 代替案比較の検討【下流部】

案①：河床掘削案の概要平面図 案②：右岸引堤＋河床掘削案の概要平面図

案③：左岸引堤案の概要平面図

案②：右岸引堤＋河床掘削案の横断図（1.6k）

1.6k

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

-100 -50 0 50 100 150 200 250距離(m)

標
高
(T
P
m
)

右岸引堤+河床掘削案

現況河道

間潮帯

緩傾斜掘削
掘削面の緩傾斜化により、間潮帯
における新たなエコトーンを拡大形成

HWL

引堤
伐採ヨシ原

根固設置

ヨシ原の移植
により再生

堤防整備

瀬
戸
内
海

：引堤法線

：河床掘削

：高水敷掘削

凡 例
1.6k

土
器
川
大
橋

土
器
川
橋

蓬
莱
橋

丸
亀
橋

潮止堰

JR
予
讃
線

瀬
戸
内
海

：河床掘削

：根固工

凡 例

土
器
川
大
橋

土
器
川
橋

蓬
莱
橋

丸
亀
橋

潮止堰

JR
予
讃
線

瀬
戸
内
海

土
器
川
大
橋

土
器
川
橋

蓬
莱
橋

丸
亀
橋

潮止堰

JR
予
讃
線

：引堤法線

：河床掘削

：高水敷掘削

：根固工

凡 例
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凡　例
基準地点

土器川流域

想定はん濫区域

県境

市町村界

鉄道 (JR 線 )

私鉄

高速自動車道

国道

凡　例

前の川ダムサイト

前の川

前の川

案⑤：前の川ダム案

⑥-2 代替案比較の検討【下流部】

案⑥：遊水地概要図

案⑦：放水路案

安達川接続の
放水路ルート図

←土器川

←安達川

潮止堰

放水路
瀬
戸
内
海

分派施設が必要

安達川の改修も必要

土
器
川
大
橋

土
器
川
橋 蓬

莱
橋

丸
亀
橋

JR

予
讃
線

遊水地の縦断概要図

洪水後に
ポンプ排水

土器川
河床

越流堤

←土器
川

土器川

分派

遊水地

Ｐ

土器川堤
防

遊水地

遊水地の平面概要図

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

▽HWL

3.0m

放水路川幅：７０ｍ

放水路の概略横断図

分派施設が必要

湛水範囲

案④：前の川ダム＋河床掘削案

■前の川ダムの洪水調節不足分の流量を河道で分担し、
河床掘削で対応する。
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■過去の主要な洪水では、溢水はん濫に
よる浸水が繰り返し発生している。
（住民が自主避難）

■川幅が狭く急勾配を流れる洪水は、激
しく波打つ激流となって流下するため、
右岸側の河岸沿いの家屋が危険な状況
となる。

■現在も、古くからの水利慣行が維持さ
れ、水利用形態の変更は困難である。

おごしめんいぜき

興志面井堰から下流を望む

おごしめんいぜき

興志面井堰部
（18.2k付近）の
現況河道横断図

県
道
↓ HWL

興志面井堰

左岸側 右岸側
川幅約50m

道路

河川

平成16年10月洪水での浸水状況 平成16年10月洪水での洪水流下状況

対岸（右岸側）の沿川家屋左岸側
② 課題の整理【掘込河道部】

③ 原因分析【掘込河道部】

④ 整備目標【掘込河道部】
：②1,000m3/sを安全に流下させる

①流下能力不足により、相対的に治水
安全度が低い。

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

樹木が河積を阻害

①川幅が著しく狭いとともに、
河道内樹木が洪水流下に必要
な河積を阻害している。
②既設固定堰箇所の河積が不足
している。

水田

国
道
↓

：浸水想定区域
（基本方針規模）
：浸水想定区域
（整備計画規模）

つねかねはし

常包橋

国道438号

右岸側左岸側

おごしめんいぜき

興志面井堰

H16.10洪水で
溢水はん濫に
より浸水

18.2k

かたおかかみしょぜき

片岡上所堰

ながすみはし

長炭橋

現
況
流
下
能
力

※HWL評価による

0

500

1000

1500

2000

16 17 18

上流・掘込河道部の現況流下能力

16 17 18 距離標

1,100m3/s
1,000m3/s

掘込河道部上流部

大川頭首工

天神
床止
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技術的手法
が確立され
ていない

技術的手法
が確立され
ていない

目的・効果
が本検討に
適応しない
ため、採用
しない

土
器
川
に
お
け
る
概
略
評
価

遊水機能を
有する土地
が流域に存
在しないた
め、本検討
では採用し
ない

流域に存在
しないため、
採用しない

有堤区間で
適用される
治水手法で
あり、掘込
河道区間の
無堤部にお
いて適用す
るものでは
ない

【対策案】

河川整備メニュー

（河道改修、施設）

流域対策メニュー

（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全）

15．遊水
機能を有
する土地
の保全

16.部分的
に低い堤
防の存置

18．輪中
堤

19．二線
堤

20．樹林
帯等

21．宅地
の嵩上げ・
ﾋﾟﾛﾃｨ建築
等

23．水田
等の保全

24．森林
の保全

25．洪水
の予測情
報の提供
等

26．水害
保険等

1．ダム

(新規)

3．遊水地 4．放水路 5.河道の
掘削

6．引堤 8．河道内
の樹木伐
採

9．決壊し
ない堤防

10．決壊
しづらい堤
防

11．高規
格堤防

12．排水
機場

2．ダムの
有効活用

既設ダムが
存在しない
ため本検討
では採用し
ない

22．土地
利用規制

13．雨水
貯留施設

14．雨水
浸透施設

堤防決壊の
氾濫許容が
前提であり、
事業目的に
適応しない
ため、採用
しない

治水対策案

【掘込河道部】の治水対策案検討

7．堤防嵩
上げ

選定 選定 選定 選定 選定 選定一次選定

必要な効果
を期待でき
る適地がな
いため本検
討では採用
しない

地形条件か
らルート案
が設定不可
能なため本
検討では採
用しない

選定

当該箇所の
上流に霞堤
が存在しな
いため、採
用しない

17.霞堤の
存置

【河道掘削案】

樹木伐開含む

【堤防整備案】

左右岸築堤

樹木伐開含む

【河道拡幅案】

右岸側拡幅

樹木伐開含む

一次選定案の組み合わせによる複数治水対策案の立案

堤防整備

（左右岸築堤）

河道拡幅

（右岸側河岸掘削）

河床掘削
（岩掘削＋既設堰改築）

ＨＷＬを超過する水位に対し、築堤に
より対応する。

掘込河道を有堤化し、ＨＷＬを嵩上
げることとなり、河床は現況で存置す
る。（河道内樹木伐採含む）

堤防嵩上げ

著しく狭い川幅を右岸側の河岸掘削
による拡幅で対応する。

拡幅法線は基本方針河道法線とし、
河床は現況で存置する。

（河道内樹木伐採含む）

河道内樹木伐採（必要最小限）×：対象外

【下流部】において

ダム案棄却済み

治水対策案

河川整備メニュー（河道改修）

著しく川幅の狭い区間であるが、沿
川の生活・社会影響を避ける案とし
て、現況河岸法線を踏襲し、河床掘
削で対応する。

（河道内樹木伐採含む）

－選定理由

引堤河床掘削ダム（新規）

河川整備メニュー（施設）一次選定

対策案

当該箇所の事業目的に対する効果は小さいものの、対策実施対象地域に
おける減災への取り組みを止めるものではなく、別途、推進していくべきも
のである。（流域対策メニューの全般）

・対象地区が中山間部の狭い低平部であり、対象施設が少なく効果が見込

めない。

・対象地区が中山間部の狭い低平部の水田面積は直接流出域の面積に

比べわずかであり、効果が見込めない。

水田等の保全雨水浸透施設雨水貯留施設

流域対策メニュー

各治水対策案の詳細検討
及び総合的な評価により、
整備計画における治水対策
案を選定

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑤ 概略評価による治水対策案の抽出
【掘込河道部】

整備目標【掘込河道部】
①1,000m3/sを安全に流下させる

【政策目標】
②戦後最大規模流量を安全に流下

選定

×：対象外

浸水区域内の対象家屋
が多く、実現性が低い

・掘込河道区間の溢水

氾濫による浸水であり、

床上浸水の解消を図

る。

宅地嵩上げ

流域対策メニュー

超過洪水対
策に用いる
手法であり、
流下能力の
向上を図る
ものではな
いため、採
用しない

氾濫域はす
でに多くの
家屋等によ
り利用され
ており、土
地利用規制
により効果
を得るのは
現実性が低
いため、採
用しない

3-1．地下
調節池

コストが膨
大になり、ま
た、土器川
流域に地下
埋設に必要
な用地（幹
線道路等）
の確保が困
難なため、
本検討では
採用しない

4-1．地下
放水路

地下埋設で
の放水路
ルートの確
保困難なた
め本検討で
は採用しな
い

避難等のソ
フト対策効
果は見込め
るが、洪水
調節や流出
抑制効果を
有しないた
め本検討で
は採用しな
い

水害に対す
る補償のソ
フト対策で
あり、洪水
調節や流出
抑制効果を
有しないた
め本検討で
は採用しな
い

浸水区域
が比較的
広範囲に拡
がる地域で
対象家屋
が多く、極
めて実現性
が低いため、
採用しない

森林は、中
小洪水に一
定の効果を
有するもの
の、大雨の
際には、森
林域からも
降雨のほと
んどが流出
するため、
採用しない

選定

上下流バラ
ンスの確保
は達成でき
ないが、治
水安全度を
確保する観
点より検討
する
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑥ 代替案比較の検討【掘込河道部】

⑦ 対応方針(案)【掘込河道部】 案②による対策が妥当と判断 【計画概要】・河岸掘削45,000m3、移転補償あり、樹木伐採 １式

当該箇所の事業目的に対する効果は小さいも
のの、対策実施地域における減災への取り組
みを止めるものではなく、別途、推進していく
べきものである。

（流域対策メニューの全般）

・対象地区が中山間部の狭い低平地で対象施

設が少なく効果が見込めない。

・対象地区の水田面積は直接流出域の面積に

比べわずかであり、効果は見込めない。

①雨水貯留施設

②雨水浸透施設

③水田等の保全

流域対策メニュー

その他の流域対策

目標達成可否

目標超過時状態

段階的安全度確保

整備効果範囲

建設費用

維持管理費

その他費用

地権者協力見通し

関係者調整見通し

法制度実現性見通し

技術的実現性見通し

持続性 将来持続可能性 △ ○ ○

事業地・周辺影響

地域振興効果

地域間利害配慮

水環境影響

生物自然環境影響

土砂流動影響

景観親水利用影響

その他

整備目標
【掘込河道部】 ①量的：1,000m

3
/sを安全に流下させる

【政策目標】
②戦後最大規模流量を安全に流下

家屋移転：小規模

－

△

家屋移転：小規模だが「案②」より多
い

国道、県道嵩上げの調整必要

慣行水利のまま

技術的に可能技術的に可能

持続可能

－

－

当該地域が直接の受益を享受

－

樹木伐開は最小限とし、河畔林の保
全を図る

－

×

持続可能

△

家屋移転小規模

－

当該地域が直接の受益を享受

－

×

有堤化により被害ポテンシャルが増
大

堤防決壊氾濫の恐れあり

早期達成

当該事業箇所

堤防整備

案③：左右岸築堤案②：右岸拡幅

河道拡幅治水対策案

評価軸

河床掘削

案①：河床掘削

－

堰管理者による的確な洪水時の操
作が必要

－

河床掘削による環境影響が大きい

環境への
影響

総合的な評価

安全度
【①量的】

コスト

実現性

地域社会
への影響

× ○

樹木伐開は最小限とし、河畔林の保
全を図る

樹木伐開は最小限とし、河畔林の保
全を図る

河床は現況のまま存置とするため環
境影響は小さい

○

－

河床は現況のまま存置とするため環
境影響は小さい

○ △

－

－

当該地域が直接の受益を享受

家屋移転小規模

× ○

－

管理者・利水者との調整必要
（維持管理費の利水者負担あり）

慣行水利の許認可が必要

技術的に可能

既設堰管理者との調整が必要
（取水路の付け替えのみ）

慣行水利のまま

溢水氾濫の恐れあり

利水者調整が必要なため早期達成
が困難

当該事業箇所

約14億円 約 9億円

岩河床で河床安定
既設堰はメンテナンスフリー

－

×

約11億円

岩河床で河床安定
既設堰はメンテナンスフリー
堤防維持管理が必要

× ○：選定

－ －

①量的：目標達成

溢水氾濫の恐れあり

△ ○
早期達成

当該事業箇所

既設堰の可動堰改築により維持管理
費が必要

－

× ○

①量的：目標達成
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

案①：興志面井堰部（18.2k付近）の横断図

国
道
↓

県
道
↓ HWL

水田

川幅現況のまま

興志面井堰と片岡上所堰
を撤去し、個別に可動堰
に改修

河床掘削

⑥ 代替案比較の検討【掘込河道部】

案②：興志面井堰部（18.2k付近）の横断図

国
道
↓

県
道
↓ HWL

興志面井堰

川幅拡幅

緩傾斜化を図り、
凹凸面を形成し、
河川環境に配慮

河岸掘削
既設堰を存置
（将来も存置
可能）

案③：興志面井堰部（18.2k付近）の横断図

嵩上げHWL

既設堰を存置
(将来掘削撤去)

左岸築堤
県道嵩上げ 右岸築堤

現HWL

家屋移転 興志面井堰

水田補償

一部
水田補償

国
道
↓

案①：河床掘削案

案②：右岸拡幅案

案③：左右岸築堤案

凡 例

凡 例

興志面井堰改築
（可動堰へ改築）

片岡上所堰改築
（可動堰へ改築）

河岸掘削
（川幅を拡幅）

右岸築堤

国道嵩上げ
(擦り付け)

左岸築堤・県道嵩上げ

18.2k

18.2k

18.2k

大
向
床
止

大
向
床
止

大
向
床
止

吉
野
用
水

井
堰

與志面井堰

與
志
面
井
堰

與
志
面
井
堰

常
包
橋

常
包
橋

常包橋

炭
所
大
橋

炭
所
大
橋

炭
所
大
橋

国道438号

←土器川

県道

国道438号

県道

国道438号

県道

吉
野
用
水

井
堰

吉
野
用
水

井
堰

興志面井堰

凡 例

片
岡
上
所
堰

←土器川

←土器川

片
岡
上
所
堰

片岡上所堰
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大川頭首工

土器川の右岸側
流域のため池へ
導水

左岸側右岸側

ＨＷＬ

大川頭首工の河積阻害状況

■H16.10洪水では、HWLを越える状況で洪水が流下

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

② 課題の整理【上流部－２】 ③ 原因分析【上流部－２】

だいせん

大川頭首工
（香川県管理）

長炭橋

左岸側右岸側

てんじん

天神床止

大川頭首工上流の右岸堤防状況

①流下能力不足により、相対的に治水安全度が低い。
②右岸堤防は必要な堤防断面が不足している。

①大川頭首工は固定堰で、洪水流下に必要な河積を著しく阻害している。
（大川頭首工の管理者：香川県）

④ 整備目標【上流部-2】：②1,100m3/sを安全に流下させる

※HWL評価による ⑦ 対応方針(案)【上流部-2】 管理者である香川県と改築の調整を行う

現
況
流
下
能
力

0

500

1000

1500

2000

16 17 18

上流・掘込河道部の現況流下能力

16 17 18 距離標

1,100m3/s
1,000m3/s

掘込河道部上流部

大川頭首工

天神
床止
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125
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(
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HWL

S50最深河床

S54最深河床

S58最深河床

S62最深河床

H02最深河床

H09最深河床

H14最深河床

H17最深河床

H21最深河床

満濃大橋

天神床止

野津床止

大川頭首工

①平成2年9月洪水において、野津床止の護床工が被災を受け、床止直下流
部の河床が著しく低下（風化した岩が河床に露出）した。
②これ以降、洪水のたびに、風化岩が露出した河床の洗掘が繰り返されてお
り、河床低下の範囲が下流部へ拡大・進行している。

河床低下区間の水衝部（14.6k、15.0k付近）の経年変化横断重ね図

左岸側 右岸側

② 課題の整理【上流部－１】

③ 原因分析【上流部－１】

①野津床止の下流部の河床が洪水のたび
に洗掘され、河床低下が拡大進行して
いる。
②河床低下区間の水衝部での洗掘（河床
低下）の進行により、堤防が危険な状
況にある。

土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

野津床止(15.4k)下流部の最深河床高経年変化縦断図（14.0k～17.0k）

④ 整備目標【上流部-1】：①河床安定化対策を図る
（戦後最大流量規模に対応）

右岸水衝部

左岸水衝部

H.2.9洪水の洗掘被災以降、河床低下が進行

洪水の度に河床低下範囲が下流側へ拡大

満濃大橋

野津床止

河床低下が進行
している区間

15.0k

左岸側右岸側

水衝部

洪水前河床高

満濃大橋の橋脚洗掘状況
平成16年10月洪水

左岸側 右岸側

14.6k

15.0k

14.6k

満濃大橋

右岸側

左岸側

河床低下が進行している区間

水衝部

水衝部

左岸水衝部

右岸水衝部

⑦ 対応方針(案)【上流部-1】 落差工等による河床安定化で対応する
21



土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑤ 環境対策方針の検討【河川環境】

河川環境（自然）：【政策目標】現状の河川環境の保全

標高(T.P.m)

横断距離 (m)

-3
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0
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-50 0 50 100 150 200

コガモ　

アオサギ
ゴカイなどチュウシャクシギ

ボラなどシロチドリ

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

-50 0 50 100 150 200

標高(T.P.m)

横断距離 (m)

ハクセンシオマネキ
ハママツナ

ハマサジ

ナガミノオニシバ

オオヨシキリ

ヨシ
メダカ

潮間帯

潮間帯

干潟掘削面積を最小とし、掘削面を緩傾斜化

掘削面を緩傾斜化し、ヨシの移植により、
ヨシ原の早期回復を図る

＜下流部汽水域＞

移植

河床掘削を避け、
河岸掘削面を緩傾斜化

131

132

133

134

135

136

137

138

139

140

141

142

143

144

145

-50 0 50 100

平水位

ゲンジボタル

グンバイトンボ

ムクノキ

エノキ
マダケ

ニホンヒキガエル

カワヂシャ

サワガニ

アカザ

ムギツク

樹木伐開は最小限とし、
河畔理の保全を図る

伐開

＜上流・掘込河道部＞

■感潮区間の潮位変化、河床形状形成特性を踏まえ、縦横断連続性を勘案して
掘削面の緩傾斜化を図る。
■ヨシ原は、生育条件に適した箇所へ移植し、早期回復を図る。
■干潟の掘削面積の最小化を図る。

対応内容

■干潟、ヨシ原の改修後の早期回復に配慮した掘削形状を工夫する。対応概要

縦横断連続性確保掘削対応案

現状維持：良好な河川環境の場（干潟、ヨシ原）の保全、
改修による影響は最小限とし、早期回復に配慮

干潟部の掘削横断イメージ図（1.0k付近）

ヨシ原部の掘削横断イメージ図（1.6k付近）

現状維持：良好な河川環境を形成する常時水域の保全、水域と陸域をつなぐ河畔林
の保全、改修による影響は最小限とし、早期回復に配慮

■良好な環境の河床水域は現状を維持し、河岸掘削の掘削面の凹凸化に配慮する。
■河畔林は治水に影響ない範囲で、必要最小限の樹木伐開とする。

対応内容

■河床水域を維持し、生物生息場として配慮した掘削形状を工夫する。対応概要

縦横断連続性確保掘削対応案

掘込河道部の掘削横断イメージ図（18.6k付近）
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土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑤ 環境対策方針の検討【河川環境】

⑥ 対応方針(案)【河川環境】

河川環境（自然）：【政策目標】現状の河川環境の保全

＜中流部＞

課題：平常時から水量が少なく水温や水質の変動が大きいため、イトモロコやモノアラガイなどの水生生物の生息・繁殖について厳しい河川環境となっている。

関係機関と連携し、現状を調査把握することで、適切な対応方策を検討
する。

地域への直接的な影響はない。

継続調査により、データの蓄積が図れる。

関係機関等との連携・協力で実現可能

費用は小さい

・伏流する河川特性や独特の取水形態であり、流水の表面流化は難
しい。
・上記の流量を確保できる施設整備はコストが大規模であり、実現
が不可能である。

補償を伴う施設用地の確保が必要である。

施設貯水量に限界があるため、持続性は低い。

伏流する河川特性を踏まえ、非常に大規模な施設が必要。

費用が大きい

地域社会への
影響

持続性

実現性

コスト

○×

○×

○×

○
選定

×評 価

○×

評
価
項
目

■独特の取水形態により定常的な取水となっていない現状を、関係機関と連携し
て水利用の実態を把握し、改善の方策を検討する。
■河川と流域をつなぐ水路ネットワークの状況を調査し、水生生物の生態を把握し、
改善の方策を検討する。

■ダム、貯水池等の新たな施設を建設し、洪水を一時的に貯留し、平常時の河
川水として放流する。

対策内容

■複雑な水利慣行、流域一体の水路ネットワークを調査し、今後、関係機関と調
整を図る。

■新たな水供給施設を建設し、平常時の河川水量を増加させる。
対策概要

現状維持（現状実態把握）【ソフト対策】新たな水供給施設の整備【ハード対策】環境対策案

■下流部汽水域 ：縦横断連続性確保に配慮した掘削、改修後の環境回復状況のモニタリングを継続して今後に活用

■中流部 ：水利用実態と水路ネットワークの調査・把握、改善方策の検討

■上流・掘込河道部：現況河床維持および縦横断連続性確保に配慮した掘削

23



土器川水系河川整備計画における治水対策案・環境対策案

⑤ 環境対策方針の検討【水環境】

⑥ 対応方針(案)【河川利用】 ■全域：更なる河川利用の促進のため、モニタリング及び自治体との連携を図り、必要に応じて、利用機能向上の整備を行う

水環境：【政策目標】水質の改善

＜下流部＞

河川利用（親水）：【政策目標】更なる河川利用の促進（土器川への関心向上）

■各施設に利用状況等のモニタリングを実施する。 ■自治体との連携を図り、利用促進の検討を行う。
■必要に応じて、利用機能向上の整備を実施する。

対応内容

■各利用施設のネットワークを確保し、関係自治体と連携を図り、更なる利用促進を図る。対応概要

利用施設の活用 【ソフト対策】活動対応

⑤ 環境対策方針の検討【河川利用】

＜全域：国管理区間＞

日常生活に影響があるが、意識向上面で有効である

継続した取り組みにより、効果が持続できる

関係機関等との連携・協力で実現可能

費用は小さい

なし

浄化施設の構造により、メンテナンスが必要

高水敷利用は可能であるが、支川の水質調査等が必要

費用が大きい

関係機関と連携して、水質改善に対する啓発活動を行い、地域の意識向上
を図る。

現在の丸亀市の汚水処理人口普及率は約66％程度と未だ十分ではない。
しかし、旧市内の処理施設は、改築更新計画（H19～25年）に基づき施
設の更新・増設・機能増強等を実施中である。このため、新たな施設の
整備には、関連事業の進捗を踏まえ、その必要性の検討が必要である。

地域社会への影響

持続性

実現性

コスト

○△

△－

○△

○
選定

×総合的な評価

○×

評
価
項
目

■各家庭での洗剤使用量を抑えるなどの、生活排水改善の取り組みを啓発する。
■支川の水質調査結果を随時公表とともに、出前講座等を活用し、水質改善への地
域の意識向上を図る。

■他の支川の水質調査の実施とともに、河川内に水質浄化施設を整備する。
対策内容

■水質改善の地域の意識向上に向けた情報発信を行う。
■関係機関と連携し、流域内の水質改善対策を促進する。

■他の支川の水質浄化を実施する。
対策概要

水質浄化に向けた啓発活動・関係機関の連携の促進【ソフト対策】新規の水質浄化施設の整備【ハード対策】環境対策案

⑥ 対応方針(案)【水環境】

課題：都市部における水質が環境基準を満足していない

■下流部：水質改善に向けた地域の意識向上・啓発の推進

現状維持：更なる河川利用の促進、治水・利水・環境・防災等への関心向上

上記の他に、関係機関と連携し、下水道・浄化槽の整備など、流域内での水質改善対策を促進する。
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